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○甲府市地方卸売市場業務条例施行規則 

平成23年3月31日 

規則第3号 

改正 平成24年3月30日規則第16号 

平成29年3月31日規則第17号 

平成30年3月30日規則第16号 

平成31年3月29日規則第37号 

令和2年3月30日規則第28号 

甲府市中央卸売市場業務条例施行規則（昭和48年4月規則第22号）の全部を改正する。 

目次 

第1章 総則（第1条～第3条） 

第2章 市場関係事業者 

第1節 卸売業者（第3条の2～第11条の2） 

第2節 仲卸業者（第12条～第21条） 

第3節 売買参加者（第22条～第25条） 

第4節 買出人（第26条・第27条） 

第5節 関連事業者（第28条～第35条） 

第3章 売買取引及び決済の方法（第36条～第67条） 

第4章 削除 

第5章 市場施設の使用（第69条～第79条） 

第6章 市場運営協議会（第80条～第82条） 

第7章 市場取引委員会（第83条～第85条） 

第8章 雑則（第86条～第91条） 

附則 

第1章 総則 

（趣旨） 

第1条 この規則は、甲府市地方卸売市場業務条例（平成22年12月条例第53号。以下「条

例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 
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第2条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。 

（販売開始時刻の告知） 

第3条 卸売業者の行う卸売のための販売開始時刻は、電鈴をもって告知する。 

第2章 市場関係事業者 

第1節 卸売業者 

（卸売業務の許可申請） 

第3条の2 条例第6条の2第3項の許可申請書は、卸売業務許可申請書（第1号様式）とす

る。 

（令2規則28） 

2 前項の卸売業務許可申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（令2規則28） 

ア 定款 

イ 設立に係る登記事項証明書 

ウ 貸借対照表及び損益計算書 

エ 卸売の業務を開始しようとする日の属する年度及びその翌年度における当該

業務に係る事業計画書 

オ 株主若しくは出資者又は組合員の氏名又は名称及びその持株数又は出資額を

記載した書面 

カ 役員名簿 

キ 業務を執行する役員に関する市区町村長の発行する身分証明書並びに当該法

人の代表者の履歴書、写真（正面向き、上半身、脱帽、縦5センチメートル、横5

センチメートル）及び印鑑証明書 

ク 条例第6条の2第4項第2号、第3号及び第4号に掲げる者に該当しないことを誓約

する書面 

ケ その他市長が必要と認める書類 

（許可証の交付） 

第3条の3 市長は、条例第6条の2第1項の許可をしたときは、卸売業務許可証（第2号様

式）を交付する。 

（令2規則28） 
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2 前項の許可に際しては、取扱品目の部類その他必要な事項を指定する。 

（令2規則28） 

（保証金の額） 

第4条 条例第8条の保証金の額は、次の表に定めるとおりとする。 

（令2規則28・改） 

年間卸売金額 保証金の額 

10億円未満 120万円

10億円以上30億円未満 150万円

30億円以上50億円未満 200万円

50億円以上80億円未満 250万円

80億円以上100億円未満 300万円

100億円以上120億円未満 400万円

120億円以上150億円未満 600万円

150億円以上 1,000万円

備考 年間卸売金額は、前事業年度について算出するものとする。 

（事業の譲渡し及び譲受け並びに合併及び分割の認可申請） 

第5条 条例第11条の3第3項の認可申請書は、その申請が同条第1項の認可に係るもので

あるときは卸売業務の譲渡・譲受認可申請書（第3号様式）とし、その申請が同条第2

項の合併の認可に係るものであるときは卸売業者合併認可申請書（第3号様式の2）と

し、その申請が同項の分割の認可に係るものであるときは卸売業者分割認可申請書

（第3号様式の3）とする。 

（令2規則28・全改） 

2 前項の認可申請書の添付書類については、第3条の2第2項の規定を準用する。この場

合において、当該認可の申請が、事業の譲渡し及び譲受けの認可に係るものであると

きは同項各号列記以外の部分中「次に掲げる書類」とあるのは「次に掲げる書類並び

に譲渡し及び譲受けに係る契約書の写し」と、事業の合併の認可に係るものであると

きは同項各号列記以外の部分中「次に掲げる書類」とあるのは「次に掲げる書類及び

合併に係る契約書の写し」と、事業の分割の認可に係るものであるときは同項各号列

記以外の部分中「次に掲げる書類」とあるのは「次に掲げる書類及び分割に係る計画
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書又は契約書の写し」と読み替えるものとする。 

（令2規則28・全改） 

（卸売業務の不適格事実の生じた場合の届出） 

第6条 卸売業者は、条例第6条の2第4項第2号、第4号及び第6号のいずれかに該当する

こととなったときは、遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

（令2規則28・全改） 

（名称変更等の届出） 

第7条 条例第11条の4第1項の規定による届出は、卸売業者の名称等変更届出書（第3

号様式の4）により行うものとする。この場合において、当該届出が同項第2号に係る

ものであるときは、同号の規定による変更の内容を証明する書類を添付しなければな

らない。 

（令2規則28・全改） 

2 条例第11条の4第2項の規定による届出は、卸売業者の解散届出書（第3号様式の5）

により行うものとする。 

（令2規則28・全改） 

（卸売業者の定款変更等の届出） 

第8条 卸売業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞なく、その旨を市長

に届け出なければならない。 

（令2規則28・全改） 

(1) 定款を変更したとき。 

(2) 業務を執行する役員に変更があったとき。 

(3) 資本金又は出資の額に変更があったとき。 

(4) 総会の決議があったとき。 

（残高試算表の提出） 

第9条 卸売業者は、毎月20日までに、前月末現在の残高試算表を作成し、市長に提出

しなければならない。 

（令2規則28・全改） 

（事業報告書の提出等） 

第10条 条例第11条の5の事業報告書は、卸売市場法施行規則（昭和46年農林省令第52
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号）第21条に定めるとおりとする。 

（令2規則28・全改） 

2 卸売業者がその定款変更後又はその株主若しくは出資者若しくは組合員に異動があ

った後に前項の事業報告書を提出する場合は、当該事業報告書に当該変更後の株主又

は出資者若しくは組合員の名簿を添付しなければならない。 

（令2規則28・全改） 

3 卸売業者は、第1項の事業報告書に係る閲覧の申出があった場合には、貸借対照表及

び損益計算書について、次の各号に掲げる正当な理由がある場合を除き閲覧させなけ

ればならない。 

（令2規則28・全改） 

(1) 当該卸売業者に対し卸売のための販売の委託又は販売をする見込みがないと認

められる者から閲覧の申出がなされた場合 

(2) 安定的な決済を確保する観点から当該卸売業者の財務の状況を確認する目的以

外の目的に基づき閲覧の申出がなされたと認められる場合 

(3) 同一の者から短期間に繰り返し閲覧の申出がなされた場合 

4 前項の閲覧は、インターネットの利用、事務所における備置きその他の適切な方法

によりさせなければならない。 

（令2規則28・全改） 

（せり人の届出等） 

第11条 条例第12条第2項の規定による届出は、せり人選任届出書（第3号様式の6）に

より行うものとする。 

（令2規則28・全改） 

2 前項の届出をする場合には、届出書に次の各号に掲げる事項を記載した当該せり人

の履歴書を添付しなければならない。 

（令2規則28・全改） 

(1) 現住所 

(2) 氏名並びに年齢及び生年月日 

(3) 義務教育終了後の学歴 

(4) 生鮮食料品等の流通業務に従事した職歴 
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(5) 条例第12条第1項各号に該当しない旨の誓約 

3 卸売業者は、せり人が条例第12条第1項第1号から第3号までのいずれかに該当するこ

ととなったとき、又はせり人にせりを行わせなくなったときは、せり人解任届出書（第

3号様式の7）を市長に届け出なければならない。 

（令2規則28・全改） 

（せり人章の交付） 

第11条の2 市長は、条例第12条第2項の届出があったときは、せり人章（第3号様式の8）

を交付する。 

（令2規則28） 

2 せり人は、卸売のせりに従事するときは、せり人章を着用しなければならない。 

（令2規則28） 

第2節 仲卸業者 

（仲卸業務の許可申請） 

第12条 条例第14条第3項の許可申請書は、仲卸業務許可申請書（第4号様式）とする。 

2 前項の許可申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（令2規則28・改） 

(1) 許可を受けようとする者が個人であるときは、次に掲げる書類 

ア 履歴書 

イ 資産調書 

ウ 住民票の写し又はこれに代わる書面 

エ 市区町村長の発行する身分に関する証明書 

オ 印鑑証明書 

カ 仲卸の業務を開始しようとする日の属する年度及びその翌年度における当該

業務に係る事業計画書 

キ 条例第14条第4項第2号、第3号、第5号及び第6号に掲げる者に該当しないこと

を誓約する書面 

ク 写真（正面向き、上半身、脱帽、縦5センチメートル、横5センチメートル） 

ケ その他市長が必要と認める書類 

(2) 許可を受けようとする者が法人であるときは、次に掲げる書類 
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ア 定款 

イ 設立に係る登記事項証明書 

ウ 貸借対照表及び損益計算書 

エ 仲卸の業務を開始しようとする日の属する年度及びその翌年度における当該

業務に係る事業計画書 

オ 株主若しくは出資者又は組合員の氏名又は名称及びその持株数又は出資額を

記載した書面 

カ 役員名簿 

キ 業務を執行する役員に関する市区町村長の発行する身分証明書並びに当該法

人の代表者の履歴書、写真（正面向き、上半身、脱帽、縦5センチメートル、横5

センチメートル）及び印鑑証明書 

ク 条例第14条第4項第2号、第3号、第5号、第6号及び第7号に掲げる者に該当しな

いことを誓約する書面 

ケ その他市長が必要と認める書類 

（許可証の交付） 

第13条 市長は、条例第14条第1項の許可をしたときは、仲卸業務許可証（第5号様式）

を交付する。 

2 前項の許可に際しては、取扱品目の部類その他必要な事項を指定する。 

（保証金の額） 

第14条 条例第16条第1項の保証金の額は、仲卸業者の市場施設の使用料（仲卸業者市

場使用料及び指定駐車場料金を除く。）の月額の3倍に相当する額とする。この場合

において、保証金の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

（仲卸章の交付等） 

第15条 市長は、仲卸業者が前条の保証金を預託したときは、仲卸章（第6号様式）を

交付する。 

2 仲卸業者は、卸売業者が行う卸売に参加するときは、仲卸章を着用しなければなら

ない。 

（事業の譲渡し及び譲受け並びに合併及び分割の認可申請） 

第16条 条例第18条第3項の認可申請書は、その申請が同条第1項の認可に係るものであ
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るときは仲卸業務の譲渡・譲受認可申請書（第7号様式）とし、その申請が同条第2

項の合併の認可に係るものであるときは仲卸業者合併認可申請書（第8号様式）とし、

その申請が同項の分割の認可に係るものであるときは仲卸業者分割認可申請書（第9

号様式）とする。 

2 前項の認可申請書の添付書類については、第12条第2項の規定を準用する。この場合

において、当該認可の申請が、事業の譲渡し及び譲受けの認可に係るものであるとき

は同項各号列記以外の部分中「次に掲げる書類」とあるのは「次に掲げる書類並びに

譲渡し及び譲受けに係る契約書の写し」と、事業の合併の認可に係るものであるとき

は同項各号列記以外の部分中「次に掲げる書類」とあるのは「次に掲げる書類及び合

併に係る契約書の写し」と、事業の分割の認可に係るものであるときは同項各号列記

以外の部分中「次に掲げる書類」とあるのは「次に掲げる書類及び分割に係る計画書

又は契約書の写し」と読み替えるものとする。 

（相続の認可申請） 

第17条 条例第19条第4項の認可申請書は、仲卸業務相続認可申請書（第10号様式）と

する。 

2 前項の認可申請書の添付書類については、第12条第2項の規定を準用する。この場合

において、同項各号列記以外の部分中「次に掲げる書類」とあるのは、「次に掲げる

書類並びに申請者と被相続人との続柄を証する書面及び当該仲卸業務を申請者が引

き続き営むことに対する申請者以外の相続人の同意書の写し」と読み替えるものとす

る。 

（仲卸業者の不適格事実の生じた場合の届出） 

第18条 仲卸業者は、条例第14条第4項第1号、第2号、第5号、第6号又は第7号のいずれ

かに該当することとなったときは、遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

（令2規則28・改） 

（名称変更等の届出） 

第19条 条例第20条第1項の規定による届出は、仲卸業者・関連事業者の名称変更等の

届出書（第11号様式）により行うものとする。この場合において、当該届出が同項第

3号に係るものであるときは、同号の規定による変更の内容を証明する書類を添付し
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なければならない。 

2 条例第20条第2項の規定による届出は、仲卸業者・売買参加者・関連事業者の死亡（解

散）届出書（第12号様式）により行うものとする。 

（事業報告書の提出） 

第20条 条例第21条の事業報告書は、事業報告書（第13号様式）とする。 

（準用規定） 

第21条 第8条及び第9条の規定は、仲卸業者について準用する。 

（令2規則28・改） 

第3節 売買参加者 

（売買参加者の承認申請） 

第22条 条例第22条第3項の承認申請書は、売買参加者承認申請書（第14号様式）とす

る。 

2 前項の承認申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（令2規則28・改） 

(1) 承認を受けようとする者が個人であるときは、次に掲げる書類 

ア 履歴書 

イ 資産調書 

ウ 住民票の写し又はこれに代わる書面 

エ 市区町村長の発行する身分に関する証明書 

オ 条例第22条第4項第1号、第3号及び第5号に掲げる者に該当しないことを誓約す

る書面 

カ 写真（正面向き、上半身、脱帽、縦4センチメートル、横3センチメートル） 

キ その他市長が必要と認める書類 

(2) 承認を受けようとする者が法人であるときは、次に掲げる書類 

ア 定款又は規約 

イ 登記事項証明書 

ウ 貸借対照表及び損益計算書 

エ 株主若しくは出資者又は組合員の氏名又は名称及びその持株数又は出資額を

記載した書面 
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オ 役員名簿 

カ 当該法人の代表者の履歴書及び写真（正面向き、上半身、脱帽、縦4センチメ

ートル、横3センチメートル） 

キ 条例第22条第4項第1号、第3号及び第5号に掲げる者に該当しないことを誓約す

る書面 

ク その他市長が必要と認める書類 

3 市長は、条例第22条第1項の承認について、適正かつ健全な取引を確保するため必要

があると認めるときは、市場関係者の意見を聴くことができる。 

（承認書等の交付等） 

第23条 市長は、条例第22条第1項の承認をしたときは、売買参加者承認書（第15号様

式）及び売買参加章（第16号様式）を交付する。 

2 前項の承認に際しては、取扱品目の部類その他必要な事項を指定する。 

3 売買参加者は、卸売業者の卸売に参加するときは、売買参加章を着用しなければな

らない。 

（売買参加者の不適格事実の生じた場合の届出） 

第24条 売買参加者は、条例第22条第4項第1号、第3号又は第5号のいずれかに該当する

こととなったときは、遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

（令2規則28・改） 

（名称変更等の届出） 

第25条 条例第23条第1項の規定による届出は、売買参加者の名称変更等の届出書（第

17号様式）により行うものとする。 

2 条例第23条第2項の規定による届出は、仲卸業者・売買参加者・関連事業者の死亡（解

散）届出書により行うものとする。 

第4節 買出人 

（登録の届出） 

第26条 条例第25条第3項の登録申請書は、買出人登録申請書（第18号様式）とする。 

（買出人章の交付等） 

第27条 市長は、条例第25条第1項の登録をしたときは、買出人登録簿に登載するとと

もに、買出人章（第19号様式）を交付する。 
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2 買出人は、市場内で買出しを行うときは、買出人章を着用しなければならない。 

（令2規則28） 

第5節 関連事業者 

（関連事業の種類及びその数） 

第28条 条例第27条第1項の規則で定める業務は、冷蔵庫業とし、当該業務を営む者の

数は、1とする。 

（令2規則28・全改） 

（関連事業者の許可申請） 

第29条 条例第27条第2項の許可申請書は、関連事業業務許可申請書（第20号様式）と

する。 

2 前項の許可申請書の添付書類については、第12条第2項の規定を準用する。この場合

において、同項第1号キ中「条例第14条第4項第2号、第3号、第5号及び第6号」とある

のは「条例第28条第2号、第3号及び第6号」と、第12条第2項第2号ク中「条例第14条

第4項第2号、第3号、第5号、第6号及び第7号」とあるのは「条例第28条第2号、第3

号、第5号及び第6号」と読み替えるものとする。 

（平29規則17・令2規則28・改） 

（許可証の交付） 

第30条 市長は、条例第27条第1項の規定による許可をしたときは、関連事業業務許可

証（第21号様式）を交付する。 

2 前項の許可に際しては、業務の内容その他必要な事項を指定する。 

（平29規則17・改） 

（保証金の額） 

第31条 条例第30条第1項の保証金の額は、関連事業者の市場施設の使用料（指定駐車

場料金を除く。）の月額の3倍に相当する額とする。この場合において、保証金の額

に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

（関連事業者の不適格事実の生じた場合の届出） 

第32条 関連事業者は、条例第28条第1号、第2号、第5号又は第6号のいずれかに該当す

ることとなったときは、遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

（平29規則17・令2規則28・改） 



12/116 

（名称変更等の届出） 

第33条 条例第33条において準用する条例第20条第1項の規定による届出は、仲卸業

者・関連事業者の名称変更等の届出書により行うものとし、同項第3号に係るものに

ついては、届出事項に係る内容を証明する書類を添付しなければならない。 

2 条例第33条において準用する条例第20条第2項の規定による届出は、仲卸業者・売買

参加者・関連事業者の死亡（解散）届出書により行うものとする。 

（事業報告書の作成） 

第34条 条例第33条において準用する条例第21条の事業報告書は、事業報告書（第22

号様式）とする。 

第35条 削除 

（令2規則28） 

第3章 売買取引及び決済の方法 

（受託物品の即日販売） 

第36条 卸売業者は、卸売の販売開始時刻までに受領した受託物品をその当日に卸売し

なければならない。ただし、委託者の指示その他特別の理由がある場合は、この限り

でない。 

（物品の卸売順位） 

第37条 物品の卸売順位は、その物品の市場到着順とする。ただし、これにより難い理

由があるときは、この限りでない。 

2 卸売業者は、同一品目に属する物品について受託物品と自己の計算による卸売の物

品とが同時に到着したときは、受託物品を先に卸売しなければならない。 

（売買取引の単位） 

第38条 売買取引の単位は、重量による。ただし、重量によることが困難であると市長

が認めたときは、この限りでない。 

（売買取引の方法） 

第39条 卸売業者が市場において行う卸売は、現品又は見本によって行わなければなら

ない。ただし、銘柄による取引慣習があるときは、この限りでない。 

（物品の配列） 

第40条 卸売業者は、条例第35条第1項の規定により、せり売若しくは入札の方法又は
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相対取引の方法により物品の卸売をするときには、その販売開始時刻前に仲卸業者及

び売買参加者が当該物品の下見ができるよう当該物品を卸売場に配列しなければな

らない。ただし、銘柄によるときは、この限りでない。 

（指値その他の条件の明示） 

第41条 卸売業者は、受託物品に指値その他の条件があるときは、卸売の販売開始時刻

前にこれを当該物品に表示し、かつ、卸売の際呼び上げなければならない。 

2 前項の規定による表示及び呼上げを行わなかったときは、卸売業者は、指値その他

の条件をもって仲卸業者又は売買参加者に対抗することができない。 

（販売条件の変更） 

第42条 卸売業者は、前条第1項の受託物品で相当期間内に販売することができないも

のがあるときは、その旨を委託者又は代理人に通知し、その指示を受けなければなら

ない。 

（せり売の方法） 

第43条 せり売は、せり売をしようとする物品について、品名、産地、出荷者、等級、

数量その他必要な事項を呼び上げ、又は表示した後、開始しなければならない。 

2 せり落しは、せり人が最高申込価格を3回呼び上げたときに決定し、その申込者をせ

り落し人とする。ただし、指値のある物品について最高申込価格が当該指値に達しな

いときは、この限りでない。 

3 前項の規定による呼上げの回数は、状況に応じてこれを増減することができる。 

4 せり人は、最高価格の申込者が2人以上あるときは、抽せんその他適当な方法によっ

てせり落し人を決定しなければならない。 

5 せり人は、せり落しが決定したときは、直ちにその価格及び氏名、商号又は番号を

呼び上げなければならない。 

6 売買取引の呼び値は金額で呼称しなければならない。 

（入札の方法） 

第44条 入札は、卸売業者が入札しようとする物品について、品名、産地、出荷者、等

級、数量その他必要な事項を表示し、又は呼び上げた後、入札者に対し、入札票（第

23号様式）に指定事項を記載させて行わなければならない。 

2 開札は、入札終了後直ちに行わなければならない。 
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3 入札者のうち最高価格の入札をした者を落札者とする。ただし、指値のある物品に

ついて最高入札価格が当該指値に達しないときは、この限りでない。 

4 前条第4項及び第5項の規定は、入札について準用する。 

（入札の無効） 

第45条 入札が次の各号のいずれかに該当するときは、これを無効とする。 

(1) 入札者が誰であるか不明なとき。 

(2) 入札金額その他指定記載事項が不明なとき。 

(3) 同一人が2通以上の入札票を提出したとき。 

(4) 入札に際し、不当又は不正な行為があったと認められるとき。 

2 卸売業者は、前項の規定により入札が無効となったときは、開札の際、その理由を

明示し、入札が無効の旨を呼び上げなければならない。 

（異議の申立て） 

第46条 せり売又は入札に参加した者が、そのせり落し又は落札の決定に異議があると

きは、直ちにその旨を指定管理者に申し立てることができる。 

（平24規則16・改） 

2 指定管理者は、前項の異議の申立てについて正当な理由があると認めるときは、せ

り直し又は再入札を命ずることができる。 

（平24規則16・改） 

（卸売単位） 

第47条 条例第36条第1項の承認を受けようとする卸売業者は、卸売単位（変更）承認

申請書（第24号様式）を市長に提出しなければならない。 

（卸売業者の本市区域内の業務の届出） 

第48条 条例第37条第1項の規定による届出は、甲府市の区域内における取扱品目の卸

売等届出書（第25号様式）により行うものとし、当該届出の内容を変更しようとする

ときは、甲府市の区域内における取扱品目の卸売等変更届出書（第26号様式）により

行うものとする。 

（仲卸業者及び売買参加者以外の者に対する卸売の届出） 

第49条 条例第39条第2項の規定による届出は、仲卸業者及び売買参加者以外の者に対

する卸売届出書（第27号様式）により、同項の卸売をした日の属する月の翌月の10
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日までに行わなければならない。 

（受託契約約款の届出） 

第49条の2 条例第42条第2項の規定による届出は、受託契約約款（変更）届出書（第27

号様式の2）に受託契約約款の写しを添付して行わなければならない。約款の内容に

変更を生じたときも、同様とする。 

（令2規則28） 

（受託物品の受領通知） 

第50条 卸売業者は、受託物品を受領したときは、委託者に対し、直ちにその物品の種

類、数量、等級、品質及び受領日時を通知しなければならない。ただし、受領した日

の翌日までに売買仕切書を発送するときは、この限りでない。 

（受託物品の確認） 

第51条 条例第43条第1項の確認を受けようとする卸売業者は、受託物品異状確認申請

書（第28号様式）を指定管理者に提出しなければならない。 

（平24規則16・改） 

2 前項の確認は、その確認をする物品のある場所において、確認を願い出た者が立会

いのうえ、当該物品の容器の完否、荷造りの状態、個数、等級、重量、鮮度、品質等

について行うものとする。 

3 条例第43条第2項の証明は、受託物品異状確認証明書（第29号様式）により行うもの

とする。 

（販売原票の作成） 

第52条 卸売業者は、卸売をしたときは、直ちに、販売原票（第30号様式）を作成し、

別に定めるところにより、その内容を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。以下

同じ。）を指定管理者に提出しなければならない。 

（平24規則16・改） 

（売渡票の作成） 

第53条 条例第44条第1項の規定による措置は、卸売業者が仲卸業者又は売買参加者ご

とに売渡票（第31号様式）を作成し、これを当該仲卸業者又は売買参加者に交付する

ことにより行う。 
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（買受物品の引取りを怠った場合） 

第54条 条例第44条第3項の引取りを怠ったと認められるときとは、次に掲げるときと

する。 

(1) 卸売業者が引渡しの準備を完了し、仲卸業者又は売買参加者に引取りを請求し

たにもかかわらず、仲卸業者又は売買参加者が理由なくこれを引き取らないとき。 

(2) 仲卸業者又は売買参加者の所在が不明で、引取りの請求ができないとき。 

(3) 前2号のほか、市長が仲卸業者又は売買参加者に不当又は不正な行為があったと

認めるとき。 

（引取りのない買受物品その他に関する届出） 

第55条 卸売業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞なく、その旨を市長

に届け出なければならない。 

(1) 条例第44条第3項の規定により、卸売業者がその物品を保管し、又は他の者に卸

売をしたとき。 

(2) 仲卸業者又は売買参加者が、その買受代金又は条例第44条第4項の差額の支払を

怠ったとき。 

（保管料等の支払い） 

第56条 仲卸業者又は売買参加者は、条例第44条第3項の規定による保管の費用につい

てはその物品を引き取ったときに、同条第4項の差額については卸売業者が他の者に

卸売をしたときに、それぞれ支払わなければならない。 

（市場の卸売業者から買い入れることが困難な場合） 

第57条 条例第45条第1項ただし書の市場の卸売業者から買い入れることが困難な場合

とは、次に掲げる場合とする。 

(1) 通常の取引において、卸売業者が仲卸業者の許可に係る取扱品目の部類に属す

る物品の卸売をしていない場合 

(2) 通常の取引において、卸売業者の行う卸売が仲卸業者の需要を十分に満たすこ

とができない場合 

(3) 通常の取引において、卸売業者からの買入れでは、卸売業者以外の者から買い

入れる場合より、仲卸業者にとって価格の面で著しく不利益となる場合 

（卸売業者以外の者からの買入れの届出） 
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第58条 条例第45条第2項の規定による届出は、卸売業者以外の者からの買入物品販売

届出書（第32号様式）により、同項の規定による販売をした日の属する月の翌月の10

日までに行わなければならない。 

（仲卸業者の本市区域内の業務の届出） 

第59条 条例第46条第1項の規定による届出は、甲府市の区域内における取扱品目の販

売届出書（第33号様式）により行うものとし、当該届出の内容を変更しようとする場

合は、甲府市の区域内における取扱品目の販売変更届出書（第34号様式）により行う

ものとする。 

（卸売予定数量等の報告） 

第60条 条例第49条第1項の規定による報告及び公表は、卸売のための販売開始時刻30

分前までに行わなければならない。 

（令2規則28・全改） 

2 前項の報告は、卸売予定数量等報告書（第35号様式）により行うものとする。 

（令2規則28・全改） 

3 条例第49条第2項の規定による報告及び公表は、卸売をした日の翌日までに行わなけ

ればならない。 

（令2規則28・全改） 

4 前項の報告は、売上高日報（第36号様式）により行うものとする。 

（令2規則28・全改） 

5 第3項の報告において、市長の指定する物品については、その物品の販売終了後直ち

に、指定物品卸売価格報告書（第37号様式）により行うものとする。 

（令2規則28・全改） 

6 条例第49条第4項の規定による報告は、月間市況等報告書（第38号様式）、業種別売

上高日計表（第39号様式）、産地別・品目別日計表（第40号様式）、売上高日計表（第

41号様式）により行わなければならない。この場合において、業種別売上高日計表、

産地別・品目別日計表及び売上高日計表については、それぞれの様式を記録した電磁

的記録により行うものとする。 

（令2規則28・全改） 

（卸売予定数量等の公表） 
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第61条 条例第50条第1項の規定による公表は、報告のあった日のうちに行うものとす

る。 

（令2規則28・全改） 

2 条例第50条第2項の規定による公表は、報告のあった日のうちに行うものとする。 

（令2規則28・全改） 

（売買仕切書） 

第62条 条例第51条第1項の売買仕切書は、売買仕切書（第42号様式）とし、卸売業者

は、同項の規定による送付をしたときは、直ちに、当該売買仕切書の内容を記録した

電磁的記録を指定管理者に提出しなければならない。 

（平24規則16・改） 

（委託手数料の率の届出等） 

第63条 条例第52条第1項の規定による届出は、委託手数料率届出書（第43号様式）に

より行うものとする。 

2 前項の届出は、次項に規定する委託手数料の率の適用を開始する日の属する年の1

月5日から同月20日までに行わなければならない。 

3 委託手数料の率の適用を開始する日は、毎年4月1日とする。 

（委託手数料の率の対象等） 

第64条 条例第52条第3項の委託手数料の率の対象は、次に掲げる取扱品目とし、委託

手数料の率の設定は、当該取扱品目ごとに行う。 

(1) 野菜及びその加工品（つけ物を除く。） 

(2) 果実及びその加工品 

(3) つけ物 

(4) 生鮮水産物及びその加工品 

(5) 鳥卵 

(6) その他の食料品 

（売買仕切金の前渡し等承認の申請等） 

第65条 条例第53条第2項の承認申請書は売買仕切金の前渡し等承認申請書（第44号様

式）とし、条例第54条第2項の承認申請書は出荷奨励金交付承認申請書（第45号様式）

とし、条例第57条第2項の承認申請書は完納奨励金交付承認申請書（第46号様式）と



19/116 

する。 

2 前項の承認申請書は、売買仕切金の前渡し等、出荷奨励金の交付又は完納奨励金の

交付をしようとする日の3日前までに市長に提出しなければならない。 

3 卸売業者は、売買仕切金の前渡し等を行ったときは売買仕切金の前渡し等報告書（第

47号様式）により、出荷奨励金の交付を行ったときは出荷奨励金交付報告書（第48

号様式）により、完納奨励金の交付を行ったときは、完納奨励金交付報告書（第49

号様式）により、それぞれ毎月の支出状況を翌月20日までに市長に報告しなければな

らない。 

（支払猶予特約の届出） 

第66条 条例第55条第3項の規定による届出は、支払猶予特約（変更）届出書（第50号

様式）に支払猶予の特約書の案を添付して行わなければならない。特約の内容に変更

を生じたときも、同様とする。 

（卸売代金の変更） 

第67条 条例第56条ただし書の正当な理由とは、次のとおりとする。 

(1) 卸売をした物品に市場取引の経験から予見できない欠点があって、見本と現品

の内容が著しく相違していること。 

(2) 委託者の故意又は過失により卸売をした物品に粗悪品が混入し、選別が不十分

であること。 

(3) 表示された量目と内容量が著しく相違していること。 

(4) せり人若しくは販売担当者の故意又は過失により見本と現品の内容が著しく相

違していること。 

2 条例第56条ただし書の規定による確認を受けようとする卸売業者は、販売物品異状

確認申請書（第51号様式）を指定管理者に提出しなければならない。 

（平24規則16・改） 

3 指定管理者は、前項の規定による提出があったときは、直ちに、第1項の正当な理由

の有無について確認し、その結果を販売物品異状確認証明書（第52号様式）により証

明するものとする。 

（平24規則16・改） 

第4章 削除 
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（令2規則28） 

第68条 削除 

（令2規則28） 

第5章 市場施設の使用 

（市場施設使用の申請、許可等） 

第69条 条例第59条第1項の規定による指定又は同条第2項の規定による許可を受けよ

うとする者は、市場施設使用（指定・許可）申請書（第53号様式）を指定管理者に提

出しなければならない。 

（平24規則16・改） 

2 指定管理者は、前項の指定又は許可をしたときは、市場施設使用（指定・許可）書

（第54号様式）を交付する。 

（平24規則16・改） 

3 第1項の指定又は許可の期間は、2年以内とする。 

4 第1項の指定又は許可を受けた者は、同項の市場施設使用（指定・許可）申請書の申

請内容に変更を生じたときは、その旨を指定管理者に届け出なければならない。 

（平24規則16・改） 

（保証金の額） 

第70条 条例第59条第4項の保証金の額は、同条第2項の規定による許可に係る市場施設

の使用料の月額の3倍に相当する額とする。 

2 条例第7条第2項、条例第8条第2項及び第3項、条例第9条から第11条までの規定並び

に第14条第2項の規定は、前項の保証金について準用する。 

（用途変更、転貸等承認の申請） 

第71条 条例第60条ただし書の承認を受けようとする者は、市場施設用途変更承認申請

書（第55号様式）又は市場施設転貸等承認申請書（第56号様式）を市長に提出しなけ

ればならない。 

（市場施設変更の申請） 

第72条 条例第61条第1項ただし書の承認を受けようとする者は、市場施設変更工事承

認申請書（第57号様式）を市長に提出しなければならない。 

2 前項の承認申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 
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(1) 設計図面 

(2) 仕様書 

(3) 費用見積書 

(4) その他市長が必要と認める書類 

3 市場施設に看板、装飾、広告物等を設けることは、市場施設の現状に変更を加える

ものとみなす。 

4 市長は、必要があると認めるときは、第1項の承認を取り消し、又はその内容を変更

することができる。 

5 第1項の承認を受けた者は、当該承認に係る行為の完了後直ちにその旨を市長に届け

出てその検査を受けなければ、当該行為に係る市場施設の部分を使用することができ

ない。 

（市場施設の返還） 

第73条 条例第62条の規定による返還をしようとする者は、返還する日の7日前までに

市場施設返還届出書（第58号様式）を指定管理者に提出し、当該市場施設の検査を受

けなければならない。 

（平24規則16・改） 

2 条例第62条の規定による返還をすべき者は、同条の期間内にその使用に係る市場施

設を返還しないときは、当該期間が満了する日の翌日から起算して当該返還を完了す

る日までの間の当該市場施設に係る使用料相当額（当該返還の遅延により市に損害が

生じたときは、その損害額を加算した額）を市に支払わなければならない。 

（清潔の保持） 

第74条 使用者は、業務終了後市場施設を清掃し、廃棄物を所定の場所に集積する等常

にその清潔の保持に努めなければならない。 

2 使用者は、容器その他の物件を整頓し、これを通路その他自己の使用場所以外に放

置してはならない。 

3 通路、排水路、便所その他共通の使用場所については、関係使用者が共同して清掃

等を行わなければならない。 

4 指定管理者は、使用者に対し、清潔の保持のため、清掃、消毒その他必要と認める

措置を命ずることができる。 
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（平24規則16・改） 

（工事施工及び賠償の免責） 

第75条 市長は、市場運営上施設の改修を要すると認めるときは、いつでも工事を施工

することができる。 

2 前項の場合において、使用者に対し業務上やむを得ない損害を与えることがあって

も、市は、その賠償の責めを負わない。 

（使用料等） 

第76条 条例第65条第1項の規則で定める額は、別表に定めるとおりとする。 

（令2規則28・改） 

（使用者負担の費用の範囲） 

第77条 条例第65条第3項の市長の指定するものは、使用の指定又は許可を受けて市場

施設で使用する設備（共同使用する設備を含む。）に係る費用とする。 

2 前項の費用の計算は、計器により、市長の定める方法で行う。ただし、これにより

がたいときは、市長の認定によることができる。 

3 市長は、使用者がその使用に係る第1項の費用を滞納したときは、当該設備の使用を

停止することができる。 

4 使用の指定又は許可を受けた市場施設のうち、点滅器、蛍光灯、扉の取手、ガラス

その他構造上重要でない部分の修繕等に要する費用は、使用者の負担とする。 

（使用料等の納付期限） 

第78条 使用料の納付期限は、市場使用料（別表に掲げる卸売業者市場使用料及び仲卸

業者市場使用料をいう。）にあっては当該使用に係る月の翌月の25日までとし、施設

使用料（同表に掲げる卸売業者市場使用料及び仲卸業者市場使用料以外の使用料をい

う。）にあっては、当該使用に係る月の25日までとする。 

2 手数料の納付期限、使用料の額の変更等により前項の規定によることができない場

合の納付期限及び前条第1項の費用に係る納付金その他の使用料以外の納付金の納付

期限は、市長の発行する納入通知書で指定する期限とする。 

（令2規則28・改） 

（使用料の減免申請） 

第79条 条例第66条の規定により使用料の減免を受けようとする者は、使用料減免申請
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書（第59号様式）にその理由を明らかにする書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

第6章 市場運営協議会 

（会議） 

第80条 甲府市地方卸売市場運営協議会（以下「市場運営協議会」という。）の会議は、

会長が招集し、会議の議長となる。 

2 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

3 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決すると

ころによる。 

（庶務） 

第81条 市場運営協議会の庶務は、産業部市場経営室経営管理課において処理する。 

（委任） 

第82条 前2条に定めるもののほか、市場運営協議会の運営について必要な事項は、会

長が市場運営協議会に諮って定める。 

第7章 市場取引委員会 

（会議） 

第83条 甲府市地方卸売市場青果部取引委員会及び甲府市地方卸売市場水産物部取引

委員会（以下これらを総称して「市場取引委員会」という。）の会議は、委員長が招

集し、会議の議長となる。 

2 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

3 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

（部会） 

第84条 市場取引委員会に必要に応じて専門部会を設置することができる。 

（庶務） 

第85条 市場取引委員会の庶務は、産業部市場経営室経営管理課において処理する。 

第8章 雑則 

（身分を示す証明書） 

第86条 条例第43条第1項及び第56条の検査員は、物品検査員証（第60号様式）を携帯
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しなければならない。 

2 条例第67条第2項の身分を示す証明書は、甲府市地方卸売市場立入検査員証（第61

号様式）とする。 

（補助者の承認申請等） 

第87条 仲卸業者及び売買参加者は、市長の承認を受けた者を、卸売業者の行う卸売に

その業務を補助する者として参加させることができる。 

2 仲卸業者及び売買参加者は、前項の承認を受けようとするときは、補助者承認申請

書（第62号様式）に次に掲げる書類を添付して、これを市長に提出しなければならな

い。 

(1) 承認を受けようとする者の住民票の写し又はこれに代わる書面 

(2) 市区町村長が発行する承認を受けようとする者の身分に関する証明書 

(3) その他市長が必要と認める書類 

3 市長は、市場の業務の適正かつ健全な運営及び市場における効率的な取引を妨げる

おそれがないと認めるときは、第1項の承認をすることができる。 

4 市長は、第1項の承認をしたときは、仲卸補助章（第63号様式）を仲卸業者に、売買

参加補助章（第64号様式）を売買参加者に交付する。 

5 仲卸業者及び売買参加者は、第1項の承認を受けた者（以下「補助者」という。）を

卸売業者の行う卸売に参加させるときは、当該補助者に仲卸補助章又は売買参加補助

章を着用させなければならない。 

（記章の返還） 

第88条 仲卸業者及び売買参加者は、その資格を失ったとき、又はその補助者が補助者

でなくなったときは、遅滞なく、仲卸章若しくは売買参加章又は仲卸補助章若しくは

売買参加補助章を市長に返還しなければならない。 

2 買出人は、その資格を失ったときは、遅滞なく、買出人章を市長に返還しなければ

ならない。 

3 卸売業者は、せり人の解任を届け出たときは、遅滞なく、せり人章を市長に返還し

なければならない。 

（令2規則28） 

（記章の再交付） 
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第89条 卸売業者、仲卸業者、売買参加者又は買出人が交付された記章を紛失し、又は

毀損したときは、市長に申請して再交付を受けなければならない。 

（令2規則28・全改） 

2 第76条の規定は、前項の手数料について準用する。この場合において、別表中「交

付」とあるのは「再交付」と読み替えるものとする。 

（令2規則28・全改） 

（卸売業者に事故があるときの処置） 

第90条 卸売業者は、条例第81条第1項の規定に該当することとなったときは、販売の

委託があり、又は販売の委託の申込みのあった物品について、その種類、数量、委託

者その他受託に関する事項を、遅滞なく、市長に報告しなければならない。 

2 条例第81条第1項の規定により卸売の業務の代行を命ぜられた卸売業者は、直ちにそ

の旨を委託者に通知しなければならない。 

3 条例第81条第2項の規定により市長が自ら卸売の業務を行う場合は、前項の規定を準

用する。 

（掲示事項） 

第91条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、その旨を市場内に掲示するも

のとする。 

(1) 条例第4条第2項の規定により休日に開場し、又は休日以外の日に開場しないと

き。 

(2) 条例第5条第1項ただし書の規定により開場の時間を変更したとき。 

(3) 条例第5条第2項の規定により卸売業者の行う卸売の販売開始時刻及び販売終了

時刻を定めたとき。 

(4) 卸売業者が卸売の業務を開始し、休止し、若しくは再開し、又は廃止したとき。 

(5) 仲卸業者又は関連事業者の業務を許可し、若しくはその許可を取り消し、又は

売買参加者の業務を承認し、若しくはその承認を取り消したとき。 

(6) 条例第18条第1項の規定により仲卸業者の事業の譲渡し及び譲受けを認可し、又

は同条第2項の規定により仲卸業者である法人の合併若しくは分割を認可したとき。 

(7) 条例第19条第1項の規定により仲卸業者の仲卸業務の相続を認可したとき。 

(8) 条例第69条の規定による処分をしたとき。 



26/116 

(9) 地方卸売市場に関する法令又は条例若しくはこの規則の改正があったとき。 

(10) 前各号に定めるもののほか、市長が必要があると認めるとき。 

附 則 

1 この規則は、平成23年4月1日から施行する。 

2 この規則の施行の日前にこの規則による改正前の甲府市中央卸売市場業務条例施行

規則（以下「旧規則」という。）の規定によってなされた処分、手続その他の行為は、

この規則による改正後の甲府市地方卸売市場業務条例施行規則の相当規定によりな

された処分、手続その他の行為とみなす。 

3 この規則の施行の際現に存する旧規則の書式による用紙は、当分の間、所要の調整

をして使用することができる。 

附 則（平成24年3月30日規則第16号） 

この規則は、平成24年4月1日から施行する。 

附 則（平成29年3月31日規則第17号） 

1 この規則は、平成29年4月1日から施行する。 

2 改正後の別表の規定は、この規則の施行の日以後の使用に係る使用料について適用

する。 

附 則（平成30年3月30日規則第16号） 

1 この規則は、平成30年4月1日から施行する。 

2 改正後の別表の規定は、この規則の施行の日以後の使用に係る使用料について適用

する。 

附 則（平成31年3月29日規則第37号） 

1 この規則は、平成31年4月1日から施行する。 

2 改正後の別表の規定は、この規則の施行の日以後の使用に係る使用料について適用

する。 

附 則（令和2年3月30日規則第28号） 

1 この規則は、令和2年6月21日から施行する。ただし、別表中指定駐車場料金の改正

規定は、令和2年4月1日から施行する。 

2 改正後の別表の規定は、この規則の施行の日以後の使用に係る使用料について適用

する。 
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別表（第76条関係） 

（平24規則16・平29規則17・平30規則16・平31規則37・令2規則28・改） 

種別 金額（月額） 

卸売業者市場使用料 卸売価格の1,000分の2.5に相当する額 

卸売業者売場使用料 1平方メートルにつき 100円 

卸売業者低温売場使用料 1平方メートルにつき 1,000円 

仲卸業者市場使用料 条例第45条第1項ただし書の規定により買い

入れた物品の売上金額（消費税額等を含む。）

の1,000分の2.5に相当する額 

仲卸業者売場使用料 1平方メートルにつき 520円 

買荷保管積込所使用料 1平方メートルにつき 100円 

配送センター買荷保管積込所

使用料 

青果 1平方メートルにつき 980円 

水産 1平方メートルにつき 1,200円 

配送センターパック加工施設使用料 1平方メートルにつき 1,000円 

倉庫使用料 1平方メートルにつき 370円 

事務所使用料 甲 1平方メートルにつき 400円 

乙 1平方メートルにつき 500円 

配送センター事務所使用料 1平方メートルにつき 850円 

冷蔵庫使用料 建物機械一式 2,800,000円 

常温冷蔵庫使用料 甲 建物機械一式 50,000円 

乙 建物機械一式 111,000円 

丙 建物機械一式 75,000円 

定温倉庫使用料 1平方メートルにつき 920円 

指定駐車場料金 市場内使

用者 

1区画につき 2,000円 

市場外使

用者 

1区画につき 3,000円 

記章の交付に係る手数料 1件につき 1,000円 

備考 
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1 使用面積に1平方メートル未満の端数があるときはこれを切り上げ、使用面積が

1平方メートル未満のときは1平方メートルとする。 

2 月の中途において使用を開始し、又は終了した場合（条例第65条第4項又は第5

項に該当する場合を除く。）の使用料の額は、1月当りの使用料相当額に当該月

の使用日数を乗じて得た額を当該月の日数で除して得た額（その額に1円未満の

端数があるときはこれを切り捨てた額とし、その全額が100円未満となるときは

100円とする。）とする。 

3 消費税額等は、別途徴収する。 

4 指定駐車場料金に係る市場内使用者とは、指定駐車場を使用する卸売会社、仲

卸会社、売買参加者組合及び仲卸組合に勤務する者その他開設者が特に認める者

とし、市場外使用者とは、それ以外の指定駐車場を使用する者とする。 
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第1号様式（第3条の2関係） 

（令2規則28・全改） 

第2号様式（第3条の3関係） 

（令2規則28・全改） 

第3号様式（第5条関係） 

（令2規則28・全改） 

第3号様式の2（第5条関係） 

（令2規則28） 

第3号様式の3（第5条関係） 

（令2規則28） 

第3号様式の4（第7条関係） 

（令2規則28） 

第3号様式の5（第7条関係） 

（令2規則28） 

第3号様式の6（第11条関係） 

（令2規則28） 

第3号様式の7（第11条関係） 

（令2規則28） 

第3号様式の8（第11条の2関係） 

（令2規則28） 

第4号様式（第12条関係） 

第5号様式（第13条関係） 

第6号様式（第15条関係） 

第7号様式（第16条関係） 

第8号様式（第16条関係） 

第9号様式（第16条関係） 

第10号様式（第17条関係） 

第11号様式（第19条、第33条関係） 

第12号様式（第19条、第25条、第33条関係） 
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第13号様式(その1)（第20条関係） 

第13号様式(その2)（第20条関係） 

第14号様式（第22条関係） 

（令2規則28・全改） 

第15号様式（第23条関係） 

第16号様式（第23条関係） 

第17号様式（第25条関係） 

第18号様式（第26条関係） 

第19号様式（第27条関係） 

第20号様式（第29条関係） 

（平29規則17・改） 

第21号様式（第30条関係） 

（平29規則17・改） 

第22号様式(その1)（第34条関係） 

（平29規則17・改） 

第22号様式(その2)（第34条関係） 

（平29規則17・改） 

第23号様式（第44条関係） 

第24号様式（第47条関係） 

第25号様式（第48条関係） 

第26号様式（第48条関係） 

第27号様式（第49条関係） 

第27号様式の2（第49条の2関係） 

（令2規則28） 

第28号様式（第51条関係） 

（平24規則16・改） 

第29号様式（第51条関係） 

（平24規則16・改） 

第30号様式(その1)（第52条関係） 
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第30号様式(その2)（第52条関係） 

第30号様式(その3)（第52条関係） 

第31号様式（第53条関係） 

第32号様式（第58条関係） 

第33号様式（第59条関係） 

第34号様式（第59条関係） 

第35号様式（第60条関係） 

（平24規則16・改） 

第36号様式（第60条関係） 

（平24規則16・改） 

第37号様式（第60条関係） 

（平24規則16・令2規則28・改） 

第38号様式（第60条関係） 

（平24規則16・令2規則28・改） 

第39号様式（第60条関係） 

（平24規則16・令2規則28・改） 

第40号様式（第60条関係） 

（平24規則16・令2規則28・改） 

第41号様式（第60条関係） 

（平24規則16・改） 

第42号様式(その1)（第62条関係） 

第42号様式(その2)（第62条関係） 

第43号様式（第63条関係） 

第44号様式（第65条関係） 

第45号様式（第65条関係） 

第46号様式（第65条関係） 

第47号様式（第65条関係） 

第48号様式（第65条関係） 

第49号様式（第65条関係） 
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第50号様式（第66条関係） 

第51号様式（第67条関係） 

（平24規則16・改） 

第52号様式（第67条関係） 

（平24規則16・改） 

第53号様式（第69条関係） 

（平24規則16・改） 

第54号様式（第69条関係） 

（平24規則16・改） 

第55号様式（第71条関係） 

第56号様式（第71条関係） 

第57号様式（第72条関係） 

第58号様式（第73条関係） 

（平24規則16・改） 

第59号様式（第79条関係） 

第60号様式（第86条関係） 

（平24規則16・改） 

第61号様式（第86条関係） 

第62号様式（第87条関係） 

第63号様式（第87条関係） 

第64号様式（第87条関係） 

 


